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子会社 ▲500× 0 ＝ 0
税額 300
＊親会社・子会社を合算して算出
親会社 1,000
子会社 ▲500
税額 500×30%＝150
(親会社)
(親会社)
⇨
⇨(子会社)
(子会社)
205グループ経営における連結会計情報の有用性
という観点を含め，これらの制度をどのように有効活用すべきか，十分検討しておく必要がある。
⑶ 経営指標としての「連単倍率」
連単倍率とは，売上高や利益，総資産，純資産などの項目ごとに連結財務諸表の数値が親会社の個
別財務諸表の数値の何倍あるかを表した指標である。したがって，企業グループ内での取引が多けれ
ば多いほど，連結時の相殺消去などの会計処理によって，連単倍率は相対的に低くなる。
グループ企業の業績をみる場合，連結ベースで高い収益率があったとしても，連単倍率が低い企業
集団は親会社依存型（たとえば，製品を製造している親会社に子会社として部品を供給するといった
企業関係，あるいは製品会社と販売会社が別会社として分離独立し，ブループ企業内で売買を行なう
といった関係で事業を推進している企業グループなど）といってよい。また，総資産額や純資産額の
連単倍率が利益の連単倍率を上回っているようなときは，資本効率の低い子会社の存在を意味してい
る???。通常，企業の収益率をみる場合には，経常利益を用いるが，連単倍率を計算する場合には，連
結当期純利益と親会社単独の税引後利益を使う。なぜなら，経常利益には関連会社の持分損益が含ま
れないので，企業グループ全体としての損益を表わしていないからである???。このように，連単倍率
には親会社と子会社の関係が端的に現れ，グループ企業としての経営実態が明らかになる。このため，
グループ経営を志向する企業集団には，グループ全体の企業価値評価を高めるための経営組織の編成，
事業推進の在り方についての統一的な認識が求められるのである。
５．おわりに
グループ経営は，グループを構成する企業間の事業に対する方向性の統一化を図りながら，グルー
プ企業全体の業績アップを志向するための経営手法である。独立した複数の企業によってグループ（企
業集団）が形成され，グループ全体がひとつの企業組織とみなされるため，企業数が多くなればなる
ほど，価値観の統一化を含めた総合的な整合性を図りながら効率的な経営を展開しなければならない
ことはいうまでもない。今でこそ純粋持株会社のもとでグループ経営を推進する企業もみられるよう
になったが，1997年11月までは純粋持株会社の採用が認められていなかった。このため，事業の中核
的な役割を果たしている会社の中に事業部門を内在させ，当該事業部門の責任者が取締役を兼務する
ケースが多く，担当する事業部門との全社的な利害調整に時間がかかり，事案によっては相対立する
ことも少なくなかった。また，中核的企業（親会社）に経営資源や権限が集中し過ぎるといった問題
も指摘されていた???。このような問題を解消しながらグループ経営をより効率的に推進するために
は，①グループ各社の事業内容に対する相互理解の徹底，②連結財務諸表を通したグループ各社の損
益状況や財務状況の理解，③財務状況の実態把握をベースとした事業計画や経営計画の作成および進
捗状況のチェック，などといったような連結会計で得られる情報をもとに，グループ各社に対する適
正かつ合議的なマネジメントを行なうことが必要であろう。
2006年から施行が予定されている新会社法に伴って，株式会社には株主資本などの変動を開示する
新たな計算書（株主資本等変動計算書）の作成が義務付けられる見通しである。これに対応して企業
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会計基準委員会は「連結株主資本等変動計算書等に関する会計基準」の草案を公表した。この計算書
の作成を義務付ける目的は，増資や配当など株主の持ち分についての変動を明確にすることにあ
る???。連結の範囲が直接の資本関係や人事，財務の関係を超えて拡大されたこと，グループ会社間相
互の会計方針や会計処理の統一化，連結上の偶発債務に関する情報開示の強制化などに加え，このよ
うな株主資本の変動要因に関するディスクロージャーも法制度化される。したがって，企業価値を高
めるためにも，連結会計ベースでの経営数値に基づいたグループ企業各社に対する適切な経営管理体
制の構築がますます必要になる。
注
⑴ 適用の開始時期については，「連結財務諸表制度における子会社及び関連会社の範囲の見直しに係る具体
的な取扱い」の中の「四 適用時期」に明示されている。
⑵ これについては，「連結財務諸表規則（連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則）」と「連結
財務諸表規則ガイドライン（「連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留意
事項について）」に規定されている。
⑶ 山一證券の場合は，損失のオフバランス（損失隠し）が発覚し，自主廃業を余儀なくされた。また，北海
道拓殖銀行，日本長期信用銀行や日本債権信用銀行の場合は粉飾決算とみなされてもおかしくない財務諸表
の記載内容であったことは，周知の通りである。
⑷ 古賀智敏・五十嵐則夫（1999）『会計基準のグローバル化戦略』森山書店，p.231。
なお，日本企業の海外進出の経緯やグローバル連結経営の状況については，村瀬 功(2000)『連結財務戦略』
東洋経済新報社，pp.81-94.が参考になる。
⑸ ?連結財務諸表制度における子会社及び関連会社の範囲の見直しに係る具体的な取扱い」の中の「一子会社
の範囲，二関連会社の範囲」という条項に規定されており，連結の範囲については形式的な「持株基準」か
ら，実質的な支配力や影響力に基づくといった?実質的支配力基準」の適用が義務付けられることになった。
また，さらに40%以上実質的所有子会社の連結，15%以上実質的所有の子会社以外の会社への持分法適用も
義務付けられることになった。なお，「連結財務諸表制度における子会社及び関連会社の範囲の見直しに係る
具体的な取扱い」の中の「子会社の範囲」および「関連会社の範囲」によれば，「自己の計算において所有す
る株式の議決権と，自己と出資，人事，資金，技術，取引等において緊密な関係があることにより自己の意
思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者及び自己の意思と同一の内容の議決権を行使すること
に同意している者が所有している議決権を合わせて考慮しなければならないこと」が規定されている。特に，
このように「連結の範囲が直接の資本関係や人事，財務の関係を超えて拡大されている」ことに注意する必
要がある。
⑹ 連結財務諸表の作成目的は，「連結財務諸表原則」の中の「第一 連結財務諸表の目的」に明示されている。
⑺ ?企業会計原則注解」の中の「【注３】継続性の原則について（一般原則五）」を参照。
⑻ ?連結財務諸表原則」の中の「第三 一般基準」に「連結からの除外」として明示されている。
⑼ ?子会社株式の追加取得」については，「注解12」で「①部分時価評価法によっている場合には，追加取得
持分については，追加取得日における子会社の資産及び負債のうち，追加取得持分に相当する部分を当該日
の時価により評価して計算し ，減額する少数株主持分については，子会社の個別貸借対照表上の資本の額に
基づき計算するものとする。ただし，評価差額に重要性が乏しい場合には，追加取得持分についても，個別
貸借対照表上の資本の額に基づき計算することができる。②全面時価評価法によっている場合には，追加取
得持分及び減額する少数株主持分は，追加取得日における少数株主持分の額により計算するものとする。」と
の，「子会社株式の一部売却」については，「注解13」で「①売却持分については，親会社の持分のうち売却
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した株式に対応する部分として計算するものとするとし，1)増額する少数株主持分については，部分時価評
価法によっている場合には，子会社の個別貸借対照表上の資本の額に基づき計算し，売却持分に含まれる評
価差額は，それに対応する子会社の資産及び負債と相殺する。全面時価評価法によっている場合には，売却
持分と同額とする。なお，子会社株式の売却損益の修正として処理する連結調整勘定の償却額は，連結調整
勘定の未償却額のうち売却した株式に対応する部分として計算するものとする。2)子会社の時価発行増資等
に伴い生ずる差額の計算については，上記に準じて処理するものとする」との追加説明がなされている。
? ?注解14」に ?債権と債務の相殺消去について」は，経過勘定項目だけでなく，連結会社間で発生する割引
手形の取扱い，引当金の調整，あるいは連結会社が発行した社債のうち一時所有のものの扱いにも言及して
いる。
? ?一時差異」についての解釈，あるいは「繰延税金資産や繰延税金負債」の計上方法については「注解15」
「注解16」を参照願いたい。
? 非連結子会社とは，親会社の支配は成立しているが，特段の理由により連結対象から外されている子会社
のことである。また，関連会社とは，親会社および子会社が，出資，人事，資金，取引などに関して，財務
や営業の方針決定に対して重要な影響を与えることができる（影響力基準）というような他の会社のことを
いう。
? 未実現損益の消去については，親会社と子会社のいずれが売手であるかによって，会計処理の仕方が違っ
てくる。たとえば，親会社が子会社に転売する場合を「ダウンストリーム」といい，親会社が計上している
未実現損益の全額を消去しなければならない。反対に，子会社が親会社に転売する場合を「アップストリー
ム」といっている。この場合は，子会社に未実現損益が計上されることになるので，子会社の損益について
修正することを原則としている。
? これらのことは，「セグメント情報の開示基準」の中の「一 セグメント情報の定義及び種類」に明示され
ている。
? 小河光生（2001）『分社経営』ダイヤモンド社，pp.77-78。
? 連結納税制度に関する詳しい内容は「財務省や国税庁のホーム・ページ（連結納税制度に関連した説明）」
や，平成14年10月９日に企業会計基準委員会によって公表された「連結納税制度を適用する場合の税効果会
計に関する当面の取扱い（その１）」，あるいは，続いて平成15年２月６日に同委員会によって公表された「連
結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」が参考になる。
? 井原久光・中井和敏・石川 勝（2005）『ケースで学ぶアカウンティング』ミネルヴァ書房，p.131。
? 小宮一慶（1999）『連結経営』東洋経済新報社，p.84。
? 伊藤邦雄（1999）『グループ連結経営』日本経済新聞社，pp.150-152.および pp.280-285。
? 『日本経済新聞』2005年９月９日朝刊。
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